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平成２０年度気象庁関係予算案

１．予算案総括表
(単位：百万円)

（B)/(A)

  

一 　般 　会 　計 58,201 57,435 0.99

  

○物　件　費 20,265 20,139 0.99

  

主 要 事 項 2,209 3,152 1.43

１ 台風・集中豪雨対策等の強化 824 1,001 1.21

  

２ 地震・津波対策の強化 1,384 2,026 1.46

３ 気候変動・地球環境対策の強化 0 126 -

○人　件　費 37,936 37,296 0.98

社会資本整備事業特別会計

空港整備勘定

航空気象施設の運営 10,493 10,191 0.97

  

合　　　　　　　　　　計 68,694 67,626 0.98

(注) 端数処理のため計算が合わない場合がある。

区　　         　　      　分
前 年 度

対前年度
予 算 額

(A) (B)

概 算
決 定 額
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２．主要事項の概要

１　台風・集中豪雨対策等の強化 （　　１,００１百万円）

■防災気象情報の高度化

○５日先までの台風予報の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P 3
（　　　　４５百万円）

・

○市町村単位の気象警報の発表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P 4

（　債　　　　２７４百万円）
・

○突風等に対する短時間予測情報の提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P 5

（　　　　１０百万円）
・

■観測機能の強化

○次世代アメダスの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  P 6

（　９４５百万円　　　債 　４９４百万円）

・

２　地震・津波対策の強化 （　　２,０２６百万円）

■観測・通信・処理システムの高度化・二中枢化

○次世代地震津波監視システムの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P 7

（　８５６百万円　　債　 １，０６３百万円）

・

○震度観測体制の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  P 8

（　　　１７２百万円）
・

○緊急地震速報精度向上のための地震観測点の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P 9

（　　　　３２百万円）
・

■東海地震等への対応の強化

○東海・東南海・南海地震の監視体制の強化

ケーブル式海底地震計の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P10

（　　　７８５百万円）
・４カ年計画（１７～２０年度）に基づき、引き続き整備を推進
地殻岩石歪計観測データ伝送系の機能強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P11

（　　　１８０百万円）
・

３　気候変動・地球環境対策の強化 （　　　１２６百万円）

○異常気象への対応のための海洋変動監視予測情報の提供・・・・・・・・・・・・・・・・・  P12

（　１３百万円　　債 　１０１百万円）

・

○地球温暖化対策のための大気環境観測機能の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P13

（　１１３百万円　　債 　４４百万円）

・

早期準備による効果的な防災活動を支援するために台風の５日先までの予報を実
施　（２１年度目途に提供開始）

新型アメダス気象計の整備を推進し、防災気象情報を充実

地震津波監視の基幹的通信処理システムについて、システムの集約を図り、監視
予測機能の高度化、東西二中枢化を実現

平成７年兵庫県南部地震直後に整備された震度計処理部を強化

市町村長の判断を支援する情報として市町村単位に細分した警報を発表　（２２
年度目途に提供開始）

従来の注意報・警報では不十分な突風等に係る情報提供に向けた検討を推進
（２２年度目途に提供開始）

観測点密度の低い島しょ部に緊急地震速報精度向上のため、地震計を整備

地球温暖化対策の推進及びポスト京都議定書の検討に資する温室効果ガス等の高
精度・長期連続観測を実施

次世代地震津波監視システムの整備に併せ、大阪への伝送系の整備により東西
二中枢化に対応

異常気象の頻発を踏まえ、より広域の熱帯海域を対象とした海洋変動監視予測情
報を提供
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計 画

効 果

「台風5日予報作成システム」を構築し、21年度の台風シーズンか
ら予報期間を延長して、5日予報を実施する。

接近する情報を早期に提供して：

1日2日
3日

1日2日
3日

4日

5日

3日先まで予報

19年度現在

5日先まで予報

21年度以降

・3日より先の接近情報を元に、待機や連絡態勢を整えるなど、早期準備によ

る適時・的確でより効果的な防災活動を支援する。

・報道機関を通して早期に警戒を呼びかけることによって、避難の際に援護を
要する住民のための活動等、自治体や住民自らによる早期活動を支援。

3日より先の予報により、九州、四国や本州でも台風が

接近する可能性があることが分かる。

－３－

１．５日先までの台風予報の実施

４５百万円

台風災害に備えて早期の防災準備活動を支援するため、現在３日先まで行っ
ている台風予報を、平成２１年度の台風シーズンから５日先まで延長。

１ 台風・集中豪雨対策等の強化

３．説明資料



計 画

効 果

「予報作業支援システム」をH20,21年度の2年度で整備し、大雨

警報、洪水警報等、発表地域を市町村単位まで細分する

自治体首長の判断を効果的に支援して、防災活動の効果を高める
住民に自らの地域に危険が及んでいることを伝えて、自主的な避難行動や自治体の
避難勧告等に適切に対応することを促す

細分区域数 5 + 4（島しょ） 細分区域数 53 + 9（島しょ）

全国

東京都の場合

細分区域数 373 細分区域数 約1800

H20年度：ソフトウェア整備（2年国庫債務負担行為）

H21年度：ソフトウェア及びハードウェア整備

H19年現在 H22年度計画

豪雨の範囲を考慮した警報
発表が可能

豪雨の範囲よりも広く警報発
表しなければならない

債 ２７４百万円

２．市町村単位の気象警報の発表

市町村長が行う避難勧告等の判断を効果的に支援するため、平成22年度か
ら大雨警報、洪水警報等の発表地域を市町村単位まで細分。

－４－



適切な防災活動、鉄道の安全運行、電力施設の安定運用に資する情報提供により

安全・安心な社会の実現、円滑な社会・経済活動に貢献

効 果

20年度 情報利活用検討会（第二年度）

極めて短い時間で発生・消滅する突風等に関する

情報の利活用体制を検討

・即時的な提供手法について

・適切な運行規制等を行うためのユーザ側の体制について

現在の技術・将来可能性を踏まえつつ新たな情報の内容を調査・検討
・必要な観測データ、特にドップラーレーダーデータの活用について
・適用可能な突風等の予測技術について

気象庁の技術開発に
反映、また、利用者と
連携した適切な提供
手法の策定に資する。

19年度 情報利活用検討会（第一年度）

この新しい情報の発表に当たって、情報内容や利活用体制を、
防災機関、鉄道・電力事業者など、ユーザも参加する枠組みで検討（2年間）

１０百万円

３．突風等に対する短時間予測情報の提供

局地的な激しい気象現象に伴う突風や雷に係る短時間予測情報の提供に向
けた検討を推進することとし、平成20年度は情報の利用者も参加する情報利
活用検討会において情報の利活用体制について検討。

ユーザー側で情報活用

ライフライン

防災関係機関

突風警戒エリア

突風・雷・集中豪雨等が
発生する危険性の高い
領域を、

10分刻みで
1時間先まで予測

鉄道事業者

提供情報のイメージ

突風等短時間予測情報の提供（H22年度初頭を目途）
計 画

－５－



４．次世代アメダスの整備

・最大瞬間風速のデータを提供できる新型アメダス気象計の整備
・アメダスデータ等統合処理システムにアメダス観測所を接続

計画

最大瞬間風速の情報、より正確な実況監視情報の提供等、
防災気象情報の充実による気象災害の防止・軽減

効果

新型アメダス気象計の整備により、最大瞬間風速などの観測内容の充実、観測
データの安定的な提供を実現。

債 ４９４百万円
９４５百万円

（注） 債 は、アメダスデータ通信機器のリースに係るもの

最大瞬間風速の観測機能を搭載

新型アメダス気象計の
整備

新型アメダス気象計の
整備

○アメダスデータ等統合処理システムに
アメダス観測所を接続

アメダス観測所

気象庁本庁集約処理

アメダスデータ等
統合処理システム

－６－



気象庁本庁、各管区気象台及び沖縄気象台に設置しているシステムの集約に
より、津波警報や地震情報等のより迅速な発表を実現するとともに、東西二中枢
化により、大規模災害時にも安定した地震津波情報の提供を実現。

１．次世代地震津波監視システムの整備

国、国民

防災機関

次世代地震津波監視
システム（大阪）

計 画

福岡※

沖縄※

仙台※

札幌※ 国、国民

防災機関

津波警報
地震情報

など

沖縄ETOS

福岡ETOS 大阪ETOS
仙台ETOS※２

札幌ETOS

東京EPOS※１

地震津波監視予測機能の高度化・東西二中枢化

3年計画
平成19年度 設計、製作
平成20年度 設置（大阪）
平成21年度 設置（東京）

・全国の津波情報を中枢システムで処理することにより迅速かつ的確に地震
津波情報を提供

・東西二中枢化により大規模災害時にも安定した地震津波情報の提供を実現

効 果

※1 地震活動等総合監視システム Earthquake Phenomena Observation System
※2 地震津波監視システム Earthquake and Tsunami Observation System

２ 地震・津波対策の強化

債 １，０６３百万円
８５６百万円

津波警報
地震情報

など

次世代地震津波監視
システム（東京）

※管区・沖縄に東京・大阪の監視システムを活用するための端末機能を整備

－７－



震度観測体制の強化により、迅速かつ確実な震度情報の発表を確保し、
災害時の応急対策の速やかな実施に貢献

効 果

報道機関

防災機関等

計測震度計観測点

管区気象台等

気象庁本庁

震度
データ

衛星震度データ
受信装置

防災情報

２．震度観測体制の強化

１７２百万円

震度観測施設

電源部

衛星通信
送信部

計測震度計処理部の強化

計測部 処理部

政府・防災機関にとって地震発生直後の防災対応をとるためのトリガーとなる
震度情報について、その迅速・確実な把握を図るため、平成７年兵庫県南部地
震直後に整備された計測震度計処理部を強化。

計 画

平成１９年度：札幌、仙台管内
平成２０年度：福岡、沖縄管内
平成２１年度：東京、大阪管内（計画）

－８－



伊豆諸島、南西諸島地域に対して、
信頼性の高い緊急地震速報をより迅速に発表が実現

緊急地震速報対応の
地震計の配置（現状）

伊豆諸島や南西諸島など島しょ部では、内
陸部に比べて観測点密度が低いため、緊
急地震速報における推定震源の位置が大
きくずれることがある。

例）平成18年9月1日奄美大島近海の地震

緊急地震速報：
地震の規模（M）６．４最大震度５弱

実際は M５．４ 最大震度３

伊豆諸島、南西諸島における観測点密度を上げるため、

・奄美大島及び八丈島に地震観測点を増設。

奄美大島周辺

観測点

観測点新設

奄
美
大
島

の
場
合

より充実した
観測体制に

３．緊急地震速報精度向上のための地震観測点の強化

３２百万円

観測点密度の低い島しょ部に緊急地震速報精度向上のため、地震計を整備。

計 画

効 果

－９－



東海・東南海・南海地震に備えた観測体制の早期実現により、
・地震及び津波の発生をいち早くキャッチし「緊急地震速報」の提供や、
より早い津波情報の発表により被害を軽減

・東海地震発生予測精度の向上
・東南海・南海地震のメカニズム解明の推進

４．東海・東南海・南海地震の監視体制の強化

４年計画の４年度目
平成１７～１８年度 海底地震計・津波計の製作
平成１８～２０年度 海底ケーブル（１８’～１９ ’）・海岸局舎設備（１９’）の製作

及び海洋敷設工事等（２０’）

東海・東南海・南海地震に備え、想定震源域近傍の海域における地震観測
強化等のため、「緊急地震速報」に対応した新たなケーブル式海底地震計の
整備を引き続き推進。平成20年度は、海洋敷設を実施し、早期に運用を開始。

（１）ケーブル式海底地震計の整備

計 画

効 果

海岸局舎設備

海底地震計システムの構成

海岸アース

海底地震計装置

海岸線

海底地震計装置

海底中継装置海底地震計装置

津波計装置

シーアース

海底地震計装置

海底地震計装置

津波計装置

津波計装置

海底ケーブル

汎用高速
回線

次世代地震津波監
視システム（東京）

次世代地震津波監
視システム（大阪）

７８５百万円

東海地震

東南海地震

南海地震

ケーブル式海底地震計（新設）

（既設）

－１０－



東西二中枢化により、大規模災害時にも安定した東海地震予知体制等を実現

次世代地震津波監視システムの整備に併せ、地殻岩石歪計観測データの大阪
への伝送系を整備し、東西二中枢化に対応。

効 果

国、国民

防災機関

計 画

次世代地震津波監視システムの整備（P７）に併せて二中枢化

次世代地震津波監視
システム（大阪）

地震予知

情報

歪計観測点

送信装置

歪計観測点

送信装置

汎用高速回線

地震予知情報

19～20年度で順次、送信装置の整備及び
汎用高速回線への切替を実施

（本庁被災時に代替）

（２）地殻岩石歪計観測データ伝送系の機能強化

１８０百万円

前兆現象の検出

次世代地震津波監視
システム（東京）

平成１９年度：１１箇所

平成２０年度：２３箇所

－１１－



１．異常気象への対応のための海洋変動監視予測情報の提供

太平洋・インド洋での海洋変動や、それに伴って発生する異常気象に関する情報の提
供が可能となり、季節予報の精度向上とあいまって、日本やアジア地域での災害対策
の支援をはじめ、食糧の安定供給や水資源管理、経済活動でのリスク回避等に貢献

エルニーニョ監視速報 (No.176)

エルニーニョ監視海域の海面水温は、今
後下降し、今後1、2ヶ月のうちにラニー

ニャ現象が発生する可能性が高い。

エルニーニョ監視海域を
対象とした監視予測情報

現 状

海洋変動監視予測
装置の整備(H20）

観測データ

衛星・ブイ

フロート等

海洋データ解析・評価
装置(H13整備)

エルニーニョ予
測モデル

（水平解像度約
280km）

観測データの急増

(例) 稼働中のフロート
2007年11月現在約3,000台
（2002年末の約4倍）

新しい予測
モデル

(水平解像度
約200km)

太平洋東部

計 画

太平洋東部
太平洋西部

インド洋

債 １０１百万円
１３百万円

異常気象の頻発による被害を軽減するため、海洋変動監視予測装置を整備し、異
常気象の発生要因として広く知られている、エルニーニョ現象などの熱帯海域での
海洋変動の監視予測対象領域を拡大し、新たに太平洋西部・インド洋の熱帯海域も
対象とした海洋変動監視予測情報を提供する。

３ 気候変動・地球環境対策の強化

計 画

効 果

より広域を対象とした海洋
変動監視予測情報

海洋総合監視速報 No.XXX
太平洋熱帯域の概況
太平洋熱帯域のエルニーニョ現象は
冬にかけて持続し・・・

インド洋熱帯域の概況
インド洋熱帯東部では海面水温が平
年より低い状態が続いており・・・
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温室効果ガス等の高精度・
長期連続観測データ

２．地球温暖化対策のための大気環境観測機能の強化

温室効果ガス等の高精度・長期連続観測により、地球温暖化予測の不確実性低減、効
果的・効率的な温暖化対策の実施、大気環境変化の監視、ポスト京都議定書等の環境
政策策定に貢献

デ
ー
タ
解
析

濃

度

1800

1810

1820

1830

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

誤差幅
観測値

1790

1800

1810

1820

1830

1840

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

観測値

誤差幅

観測精度を５倍にして正確な変動傾向を把握

温室効果ガスの
高精度観測

効 果

計 画

南鳥島
(H20)

高精度観測により
変動傾向を正確に把握

誤差幅が大きく
変動傾向を正確に把握できない

地球温暖化問題等の地球規模の環境問題に対応するため、南鳥島及び那
覇に高性能な温室効果ガス等の観測装置を整備し、世界的な観測ネットワ
ーク下での大気環境の高精度・長期連続観測を実現。

濃

度

那覇
(H20)

オゾン層の
高精度観測

高性能な温室効果ガス、オゾン層観測装置の整備

100年後の気温増加

世界的な温室効果ガス等の観測ネットワーク

自然界の吸収

人為的排出量

CO2濃度増加率(観測値)

観測精度の向上による地球
温暖化予測の改善

人為的排出のCO2濃度変化

への影響を正確に把握

債 ４４百万円
１１３百万円

（注） 債 は、データ処理装置のリースに係るもの
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